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NY マーケットレポート（2019 年 3 月 7 日） 
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NY市場レポート 

 

≪ NY市場概況 ≫ 

NY 市場では、序盤に発表された米経済指標が良好な結果となったことを受けて、序盤のドルは堅調な動きと

なった。しかし、ECB が今年の成長見通しを下方修正し、利上げの先伸ばしを発表したことを受けて、欧米

の株価が下落となるなど投資家のリスク回避の動きが強まり、ドル円・クロス円は軟調な動きとなった。特

に、ユーロは主要通貨に対して下落となり、対円で 2/15 以来、対ドルでは 2017 年 6 月以来の安値水準まで

下落した。 

 

主要な米経済指標結果 

新規失業保険申請件数 22.3 万件（予想 22.5万件・前回 22.5万件⇒22.6万件） 

失業保険継続受給者数 175.5 万人（予想 176.2万人・前回 180.5 万人） 

米失業保険申請件数は、市場予想を下回る結果となった。申請件数の 4 週移動平均は、前週比-0.3万件の 22

万 6250 件となった。また、集計が 1 週遅れる失業保険継続受給者数は、前週比-5.0 万人の 175.5 万人とな

り、4 週移動平均では前週比+4750人の 176万 6500人だった。 

 

データを基に SBILMが作成 
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4Q 非農業部門労働生産性（前期比年率） 1.9％（予想 1.6％・前回 2.3％⇒1.8％） 

10-12 月期の非農業部門労働生産性の確定値は、市場予想を上回る結果となった。また、前年比では+1.8％

だった。統計データを見ると、単位あたり労働コストは前期比 2.0％（前期 1.6％）、非労働コストは前期比

1.4％（前期 1.1％）だった。労働生産性は、前期比で生産が+3.1％、労働時間は+1.2％、時間当たりの労働

報酬は+3.9％だった。製造業の生産性は前期比+2.0％となり、生産が+2.7％、労働時間は+0.8％だった。 

 

データを基に SBILMが作成 
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米主要株価指数は 4営業日続落 

米株式市場は、ECB が利上げの先送りを表明し、また今年のユーロ圏経済成長率見通しを下方修正したこと

で、世界経済の減速懸念が意識され、主要株価指数は軟調な動きが続き、4 営業日続落となった。ダウ平均

株価は、序盤から軟調な動きとなり、一時前日比 320 ドル安まで下落した。その後、下げ幅を縮小する動き

が見られたものの上値の重い動きが続き、結局 200 ドル安で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダック

は、前日比 1％以上の下落となる 84ポイント安で終了した。 

 

データを基に SBILMが作成 
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ユーロは主要通貨に対して下落、対ドルでは 2017年 6月以来の安値 

序盤に発表された米新規失業保険申請件数が予想より改善したことや、第 4 四半期の労働生産性が市場予想

を上回る結果となったことを受けて、ドルは結果を好感して上昇する場面もあった。しかし、ECB が今年の

成長見通しを下方修正し、今年夏頃としていた利上げも来年に先延ばしにしたことを受けて、世界経済の減

速懸念が意識され、欧米の株価が下落となるなど投資家のリスク回避の動きが強まり、ドル円・クロス円は

軟調な動きとなった。また、TLTRO(貸出条件付き流動性供給オペ) を開始すると発表したこともユーロの圧

迫材料となり、ユーロは主要通貨に対して下落となった。特に、対円では 2/15 以来、対ドルでは 2017 年 6

月以来の安値水準まで下落した。 

 

出所：総合分析チャート 
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お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい
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